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研究要旨 

【背景・目的】当県では、地域肝疾患コーディネーターの名称を「地域肝疾患アドバイザー

（以下「アドバイザー」）として 2011 年度より毎年アドバイザーを養成し、３年毎に更新

の研修会を行なっているが、アドバイザーの活動状況や課題については十分検討されてこ

なかったため、今回、それらについて検討を行った。【方法】（ⅰ）アドバイザーの養成状

況を検証する。（ⅱ）2017 年に実施したアドバイザーの活動状況に関する 2回のアンケート

調査の結果を解析し、活動状況の把握をし、（ⅲ）課題を描出して、その課題に対する解決

策を模索した。【結果】（i）2011 年度から 2018 年度までの８年間に 242 名のアドバイザー

を養成してきた。当県では県内全市町村への配置を目指していることもあり、行政保健師が

多いのが特徴である。（ii）2 回のアンケート調査の結果、活動をしているアドバイザーは

約 80％で残りの約 20％は「特に活動をしていない」と回答した。また、職種による役割

の違いがあった。（iii）情報やコミュニケーションの不足、アドバイザーにとって必要度

の高い研修会の講義を実践的な情報に絞ってコンパクトにする必要があると考えられ

た。今年度は、それらの課題を解決すべく、アドバイザー養成研修会で、午前にアドバ

イザーに特化した講義、午後にワークショップを取り入れた。【結語】アドバイザーの養

成については、今後は多職種へと裾野を広げてゆく必要があると考えられた。また、ア

ドバイザーの活動についてさらに検討するとともに、今後は、その活動によって得られ

た効果の検証や新たなニーズを見出す必要がある。そして、これらの活動を支援してゆ

くことも必要であると考えられた。 

 

Ａ．研究目的 

  当県では、地域肝疾患コーディネータ

ーの名称を「地域肝疾患アドバイザー（以

下「アドバイザー」）として 2011 年度よ

り毎年アドバイザーを養成し、３年毎に

更新の研修会を行なっている。2011 年度

から2018年度までの８年間に242名のア

ドバイザーが認定を受け活動している。

アドバイザーに求められる役割として、

（ア）肝炎ウイルス検査の受検勧奨、（イ）

肝炎ウイルス検査の結果、陽性であった

者への受診勧奨、（ウ）肝炎治療継続への

助言・相談対応、（エ）肝炎医療費助成制

度等に係る情報提供、（オ）その他肝疾患

及び肝炎対策に係る啓発（岩手県肝炎対

策計画（第３期計画）p25.）とされている
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が、活動状況や課題については十分検討

されてこなかった。そこで、今回、アンケ

ート調査を行ない、アドバイザーの活動

状況を把握するとともに課題を描出し、

解決策を模索した。 

 

Ｂ．研究方法 

（ⅰ）2011 年度から 2018 年度までのアド

バイザーの養成状況を検証する。（ⅱ）

2017 年にアドバイザーの活動状況に関す

るアンケート調査を 2回実施した。1回目

は県主体で 3月に行い、2回目は当科主体

で 9 月に行った。本年はその解析を行な

い、活動状況の把握をし、（ⅲ）課題を描

出して、その課題に対する解決策を模索

した。 

（倫理面への配慮） 

アンケート調査は無記名式であり、個

人を特定することができない。従って、対

象者の人権、個人情報、プライバシーを侵

害する可能性はないものと考えている。 

 

Ｃ．研究結果 

（ⅰ）アドバイザーの養成状況 

当県では、県内全市町村へのアドバイザ

ー配置を目標に掲げ養成を進めており、

2011 年度から 2018 年度までの８年間に

242 名のアドバイザーを養成してきた。職

種別にみると、保健師 124 名、看護師 111

名、臨床検査技師 2 名、ソーシャルワー

カー、事務職 1 名、営業職 3 名と保健師

と看護師が全体の 97.1％を占め、特に行

政保健師の占める比率が高い。また、2018

年 3 月現在、県内全市町村へアドバイザ

ーは配置されたが、１村のみ市町村保健

師のアドバイザーが配置されていない状

況である（図１）。 

 

（図 1）地域肝疾患アドバイザー養成状況 

 

 

（ⅰ）アドバイザーの活動状況に関する

アンケート調査の結果 

2017 年にアドバイザーの活動状況に関

するアンケート調査を 2回実施した。2回

ともアドバイザー有資格者に郵送でアン

ケートを送付し回答を返信して頂く方法

で行ない、1 回目は県主体で 3 月に行い

（回答率 67％［120 名／180 名］）、2回目

は当科主体で 9 月に行った（回答率 63％

［130 名／208 名］）。 

その結果、活動しているアドバイザーは

約 80％であった。主な活動は「正しい知

識の普及啓発」、「受検勧奨」、「受診勧奨」

であった。（図２）。 

 

（図２）地域肝疾患アドバイザーの活動状況 

 

 

職種別にみると、看護師は「正しい知識の

普及啓発」、保健師は「受検勧奨」、「受診

勧奨」が多い傾向にあり、職種による役割

の違いがあった（図 3）。 
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（図 3）職種別の活動状況 

 

 

その一方で、職種や部署によっては活動

が行えていないアドバイザーもおり、約

20％が「特に活動をしていない」と回答

した。活動する上で困っていることして

は、「活動する場が少ない」「具体的な

活動内容や方法の悩み」「活動時間が取

れない」等が多かった。また、１回目の

アンケート調査で「活動する上で必要と

考えるもの」との質問項目に対して、

「アドバイザー研修会の開催」「肝炎関

係の情報提供（メール等）」「パンフレ

ット等の資材の提供」が多く、次いで、

「行政担当者、拠点病院との、又は ア

ドバイザー同士の意見交換会」という意

見が多かった。必要度の最も高かった

「アドバイザー研修会」については２回

目のアンケート調査でさらに詳細に調査

され、96％のアドバイザー（125/130

名）が「役立つ」と回答し、「最新の知

識と治療にふれる機会」や「行政制度を

知る機会」となり、「患者指導に役立

つ」と好評であった。しかし、一日で 14

課目の講義および認定試験を行い、試験

合格者を認定しているため、一日で全課

程を終えるには履修項目が多く研修者の

負担が大きいとの意見もあった（図

４）。 

 

（図４）2 回のアンケート調査から得られた

課題 

 

 

（ⅱ）課題の抽出と解決に向けての対策 

１回目のアンケート調査の結果より「ア

ドバイザー研修会の開催」「肝炎関係の情

報提供（メール等）」「パンフレット等の

資材の提供」といった活動するうえでの

情報と「行政担当者、拠点病院との、又は 

アドバイザー同士の意見交換会」といっ

たコミュニケーションの不足が指摘され、

２回目のアンケート調査の結果より、ア

ドバイザーにとって必要度の高い研修会

の講義を精査し、実践的な情報に絞って

コンパクトにする必要があると考えられ

た。そこで、2018 年 7 月にアドバイザー

へ江口有一郞先生より「肝炎コーディネ

ーターの活動について」と題した講演を

していただき、さらに、2018 年 10 月開催

された2018年度アドバイザー養成研修会

では、前年度までの講義数を 14 課目から

6課目に厳選し、午前中にアドバイザーに

特化した講義を行ない、午後にアドバイ

ザー同士および行政担当者、拠点病院と

の意見交換会を行なうことを目的とした

ワークショップを取り入れた（図 5）。 

 

（図 5）地域肝疾患アドバイザー養成研修会 
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ワークショップでは、「アドバイザーの役

割とは？－アドバイザーとしての果たす

べきこと－」「肝がん・肝硬変の死亡率を

減少させるには？－定期受診につなげる

には－」「肝炎ウイルス検査の受診率を上

げるには？－受検したことがない方を掘

り起こすには－」「肝炎の正しい知識を普

及させるには－講演会以外の手段とは－」

といった４つの課題から１つそれぞれの

グループに割り当て、その課題に対して

アドバイザー間で話し合い意見をまとめ

発表し、行政担当者や拠点病院と話し合

った。共通認識として、すべてのグループ

が「肝炎の知識の普及」に言及しており、

対象者、場所、方法、内容といった観点か

ら様々な、そして「義務教育の場での知識

の普及」といった斬新な意見も聴取され

た（図６）。一方、知識の普及・啓発の場

である外来肝臓病教室での集客の問題や

地域との連携といった新たな課題も出て

きた。 

 

（図 6）肝炎の知識に普及に関する提言 

 

 

また、受検、受診、受療の各段階および受検、

受診、受療、フォローアップを通した課題と

解決策の提案もなされた（図７）。 

 

（図 7）アドバイザーの課題分析と解決策の

提案 

 

 

Ｄ．考察 

当県では、地域肝疾患アドバイザーの

養成を 2011 年度より開始し、2018 年度ま

での８年間に 242 名のアドバイザーを養

成してきた。県土が広い当県では、広範な

地域をカバーできるよう県内全市町村へ

の配置を目指していることもあり、行政

保健師の占める割合が多い。今後、薬剤師、

栄養士、臨床検査技師、企業など多職種へ

と裾野を広げてゆく必要があると考えら

れた。 

アドバイザーの活動状況についてのア

ンケート調査で約２割が「特に活動して

いない」という回答であった。その最も大
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きな要因として、「情報とコミュニケーシ

ョンの不足」があげられた。その解決策と

して、「実践的な情報に絞ったコンパクト

な情報提供」の必要があると考えられた。

これらの結果を踏まえ、今年度は班長の

講演、研修会のコンパクト化とワークシ

ョップ形式の導入などの改革を行なった。 

ワークショップでは様々な、そして斬

新な意見が聴取され、受検、受診、受療の

各段階および受検、受診、受療、フォローア

ップを通した課題と解決策の提案もなされ

た。また、新たな課題も出てきた。 

今後、アドバイザーの活動報告、職種別研

修会、地域別研修会、提案課題の実践など

アドバイザー活動の活性化に向けて取り

組む必要があり、さらに、その活動によっ

て得られた効果の検証や新たなニーズを

見出す必要がある。そして、これらの活動

を支援してゆく必要もあると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 県土が広い当県では、広範な地域をカ

バーできるよう県内全市町村への配置を

目指していることもあり、行政保健師が

多いが、今後は多職種へと裾野を広げて

ゆく必要があると考えられた。また、アド

バイザーの活動についてさらに検討する

とともに、今後は、その活動によって得ら

れた効果の検証や新たなニーズを見出す

必要がある。そして、これらの活動を支援

してゆく必要もあると考えられた。 
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